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はじめに
とちぎ消費者ネットワークが消費者被害の法的
課題を取り上げたのは、200 年 9 月  日、とち
ぎ消費者ネットワーク発足（以下、ネットワーク
という。）（注 ）からである。また、200 年 9 月
からは同ネットワークのなかに新たに「消費者問
題ブックレット作成委員会」（以下、ブックレッ
ト委員会という。）が立ち上げられ、ネットワー
クの幹事会や全体会の開催と並行して活動を始め
ている。
また、宇都宮大学国際学部国際社会学科の学生
 人と大学院生  人がブックレット委員会に加わ
り、卒論とブックレット作成の共同作業が始まっ
た。
　しかし、ブックレット委員会は、 人の学生
の卒論の進行と並行して進められていたために、
卒論が終了し、学生が卒業すると共に、2009 年
度に入ってからはこの委員会は開かれなくなって
きた。
ちなみに、2008 年度の卒業研究については、
これまでの私の卒業研究のあり方を大きく改め
て、 人の研究を「消費者被害の法的問題」とい
う統一テーマの下で、それぞれに１章ずつを分担
して執筆することにした。これは、消費者被害の
法的問題という極めて広漠としたテーマに、細分
化・効率化・専門化などの長所を持たせることを
その狙いとしている。
そして、この卒論のレベルを高めるために、消
費者問題に精通している外部の専門家から組織さ
れるとちぎ消費者ネットワークとの協働・協力を
試みたが、この点は必ずしも成功したとは言いが
たい。すなわち、卒論はでき、学生たちは卒業し
たが、ブックレットは未完のままという意味で、
今後の検討課題が残ってしまった。
Ⅰ. とちぎ消費者ネットワークの発足
200 年  月  日栃木県生活協同組合連合会会
長・竹内明子は、県内の消費者団体や関係団体
に「とちぎ消費者ネットワーク準備会」への参加
を呼びかけた。その背景には、200 年度の県消
費生活センターに寄せられた相談件数が、前年度
（,8 件）と比べて 2 倍（2, 件・過去最高）
に急増した点が上げられる。特に、“架空請求被害”
が相談件数の半数（,29 件）に達するという猛
威をふるっていた点を指摘することができる（注
2）（注 ）（注 ）（注 ）。
この呼びかけに対して、 月  日にとちぎ福祉
プラザに 8 団体、2 個人、 名が参加し、9 月 
日に同プラザにおいて、２５名の参加をもって第
 回ネットワークの開催が決められた。宇都宮大
学国際学部教授杉原弘修を代表に、栃木県生協連
会長竹内明子を副代表に選出した。事務局は生協
連事務局の鎌柄克美が担当することになった。
Ⅱ. とちぎ消費者ネットワークの活動
200 年 0 月  日のネットワーク幹事会で、当
面考えられる活動として、）情報の収集と提供、
2）啓発活動、）被害の事後的救済、の つがあ
げられ、また、法や制度に関するテーマとして、
）現状の法制度、2）消費生活の現状、）消費
者団体の現状、）今後の法制度、）事業者のコ
ンプライアンス、）消費者団体に求められる期待、
など６つのテーマが取り上げられた。
この幹事会において、これらのテーマの遂行手
段として真っ先に検討されたのが、とちぎ消費者
ネットワークによるシンポジウムおよび学習会の
開催・参加ならびにアンケート等の実態調査活動
などであった。
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1. シンポジウムの開催
ネットワークは、発足の 200 年度から 2008 年
度までの  年間で 回のシンポジウムを開催した
（シンポジウムの内容の詳細は、注 を参照）。
①　200 年  月の第  回シンポジウムには、一
般の参加者のほか専門家、勤労者、生協関係者等
合わせて  名が参加した。メインスピーカーの
弁護士・山口益弘は「啓発は最大の防御なり」と
いうスローガンから被害救済の方法を示した。
日本消費者協会の山田英郎は、消費生活セン
ターに寄せられた「消費生活相談事例」から法律
上の諸問題を講じた。生協連の竹内明子は、食の
安全についての取組み、話し合える場づくりの必
要性など生協の立場から見た消費者問題を講じ
た。コーディネーターの杉原弘修は、宇都宮大学
国際学部の現代社会情報論受講生 2 人を対象と
してあらかじめ実施（平成  年  月 2 日）した
ミニレポート「団体訴訟制度ができたらこうな
る！」の内容を紹介し、各パネラーがそれらにコ
メントをした（「とちぎ消費者ネットワーク速報
No.2　0.2.」参照）。
②　200 年  月の第 2 回シンポジウムは、会場
を宇都宮大学多目的ホールに移し、これまでの消
費者問題に関心のある参加者から大学生にシフト
した。基調講演では、夷石多賀子が消費者問題の
歴史的経緯、国や地方の消費者政策や体制、最近
の消費者被害の実態などを報告した。分散会は 
つのグループで構成され、それぞれの班に、夷石
をはじめ、山田、藤掛、葛谷、白土、北條ら消費
者問題のエキスパートを配置して、消費者被害の
相談にも応じた（「とちぎ消費者ネットワーク情
報　No.　0..2」参照）。
③　200 年  月の第  回シンポジウムから宇都
宮大学職員組合の後援を受けることになった。よ
り一層大学生の参加に力点が置かれるようになっ
た。NPO とちぎ消費生活サポートネット理事長
の葛谷理子が、「消費者被害アンケートの結果か
ら」と題して講演し、高際澄雄が「消費者被害と
労働組合」の講演を行った。
④　2008 年  月  日の第  回シンポジウムは、
とちぎ消費者ネットワーク主催／宇都宮大学職員
組合後援で開催され、およそ 0 名の参加者が集
まった。基調講演で弁護士の池本誠司は、クレジッ
トカード取引をめぐるトラブルの実例を紹介し、
その問題点を講じた。パネルディスカッションで
は、宇都宮大学国際学部 年の白出愛が、大学生
20 名に実施されたアンケート調査「気をつけよ
う消費者トラブル」の集計結果を、また、とちぎ
コープ理事の中根ゆかりが、コープ組合員 9 名
に実施された「クレジット使用実態に関するアン
ケート」の集計結果を、それぞれ発表し、討論を
行った（「中央地連ニュース　2008.2.20」参照）。
⑤　2009 年  月 9 日の第  回シンポジウムは、
消費者庁設置３法案の成立が確実となる中で、そ
の法案の特徴と問題点を提起するシンポジウムと
なった。基調講演で、杉原弘修は「消費者庁設置
関連  法案と私たちの暮らし」と題して講演し、
近年盛んに論議されている“一元的消費者行政”
のあり方をめぐる問題提起を行った。特別報告と
して、宇都宮大学 年生の野寺綾子と松田絢子か
ら「とちぎ県内自治体首長への消費者問題インタ
ビュー報告」があり、助言者の山田英郎と葛谷理
子からコメントやアドバイスが行われた。この特
別報告は、全文を末尾の【資料 】に掲載する。
2. 学習会の開催
“ネットワークはフットワーク”と言われるよ
うに、シンポジウムと同様に、学習会の回数も多
い（注 ）。
①　 200 年  月  日、栃木県司法書士会館に
おいて、特定非営利活動法人・消費者機構日本理
事・事務局長の磯辺浩一が「消費者団体訴訟制度
と消費者団体の活動」と題して講演を行い、消費
者相談員を中心に第 回目の学習会を行った。
②　2008 年 0 月  日、第 2 回目の学習会は、
とちぎ男女共同参画センターにおいて、内閣官房
消費者行政一元化準備室・参事官補佐の皆川武士
が、消費者庁設置関連 法案について講じた（注
8）。
③　2008 年  月  日、国立オリンピック記念セ
ンターで、第  回全国消費者大会が開催された。
留学生で大学院 年の尤迪は、主催者の一人であ
る山田英郎から依頼されて、第三分科会において
「大学生による栃木県の市長インタビューの取り
組み」という報告を行った。
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3. 調査活動
消費者被害アンケート調査
消費者被害の実態調査は、消費生活センター、
警察機関、NPO など各種団体で行われるが、比
較的被害の少ないと言われている大学生に関する
実態調査はほとんど行われていない。これまで大
学生が消費者被害についてどのような意識を持
ち、どのような行動を取るかは、ほとんど憶測の
範囲でしかなかった。そこで、ネットワークは、
これに参加する消費者団体と大学生の実態調査を
試みた。
前述の 2008 年  月  日の第 回シンポジウム
において、宇都宮大学国際学部  年の白出愛が、
大学生 20 名に実施されたアンケート調査「気を
つけよう消費者トラブル」の集計結果を、また、
とちぎコープ理事の中根ゆかりが、コープ組合員
9 名に実施された「クレジット使用実態に関す
るアンケート」の集計結果を、それぞれ発表し、
討論を行った。
大学生の意識調査の結果や実態については、今
回限りではなく継続的な調査と分析が必要とされ
るが、この種の調査や分析で大学生自身が参画す
ることは珍しいことである。
今回の大学生の発表は稀な例として全国の消費
者の会などでも紹介されている。
Ⅲ. 市長インタビューの意義と方法
1. 市長インタビューの意義
大学生が消費者被害に関心を持つこと自体、珍
しいことであるが、ブックレット委員会のメイン
である消費者問題に関する市長インタビューは、
全国でもほとんど聞いたことがない。
平成 20 年  月、宇都宮大学国際学部国際社会
学科 年の早乙女貴美子、野寺綾子、白出愛、松
田絢子、尤迪（ュディ）の 名は栃木県知事およ
び 2 の市長宛に文書でインタビューの申し入れ
を行った。その手紙の内容はおおむね以下のよう
なものである。
「国の消費者政策として、昨年 月に発足した
「消費者団体訴訟制度」（団体訴権）や早ければ来
年に新設される「消費者庁」など、近年消費者行
政が大きな転換点にさしかかっていると考えられ
ます。こうした背景の中で、私たちは、この卒業
研究に不可欠な調査の一つとして、栃木県内の行
政機関や民間NPOの取組みに注目いたしました。
卒業研究のレベルでありましても、地元の大学生
としてこのような取組みの調査・研究が強く求め
られていると考えたからです。この研究の様子は、
一部ですが「広報誌とちぎ」（2008 年  月号 9
号 ・ 頁）（注 ）にも取り上げていただき
ました。
今回は、さらに一歩進めて、各行政組織の長に
インタビューをお願いして、直接、知事および市
長さまのご意見をお伺いすることができれば、と
考えました。その準備として、事前に質問項目を
精査してご提出し、これらの質問に対してお答え
いただける内容がございましたら、貴職のご都合
の良い日に出向いてお話しをお伺いいたしたく思
います。」
というものであって、この手紙の中にインタ
ビューの趣旨は十分に含まれている。
この依頼に対しては、ほとんどすべての首長か
ら快諾の返事が来た。しかもインタビューの時間
はほとんどの市長が  時間以上の時間を割いて、
自ら会見するとの約束であった。これには学生た
ちだけではなく、私も感謝・感激した。マスコミ
も学生と市長との会見の様子に関心を持ったよう
である（注 9）。
尤迪（ユウディ）の報告の様子
（2008 年 11月 4日　会場：オリセン）
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2. 市長インタビューで学生が得たもの、ネット
ワークが得たもの
１）学生にとっての精神的な収穫
学生たちが市長インタビューで得たものは、非
常に大きい。まず、精神的な収穫は計り知れない。
市長室に案内され、優しい応対とは裏腹に、学生
たちの質問からその知識の浅薄さを一瞬に見抜い
ただろうような市長の振る舞い、言葉使いなどな
どである。但し、私はドライバーとして市庁舎の
前まで引率したが、一度もその会見場内には行っ
ていないので、一時間という時間の持つ意味から
推測するのみであるが。
しかし、後日見た市長と学生たちの集合写真は
どれも屈託がなく明るい。会見がスムース、かつ
有意義に進んだ証しでもあるだろう。紙幅の関係
上、すべての写真ではなくて、その写真の幾枚か
をピックアップして最後の頁に掲載した。
２）卒論への良い影響
卒論への良い影響をあげるとすれば、①市長イ
ンタビューによって市政の方向性が定まる、②他
市との比較によって研究の所在が明らかになる、
③消費者問題の総合的な考察をサポートするこ
と、などが考えられる。
このほかに、このようなインタビューは全国的
にも珍しいことで、消費者問題の専門家たちから
も大変に注目されたという点を強調したい。
市長インタビューをもとにして、留学生の尤迪
は、2008 年  月 8 日、国立オリンピック記念青
少年総合センターで開催された第  回全国消費
者大会において、日本消費者協会参与の山田英郎
から依頼されて、「大学生による栃木県の市長イ
ンタビューの取り組み」という報告を行った。ま
た、四人のゼミ生は、2009 年  月 9 日の第  回
シンポジウムにおいて「特別報告」を行っている。
Ⅳ.おわりに
消費者問題に関してわれわれはある種の危機の
ど真ん中にいる。今日、われわれの生活はひどく
疲弊しているが、それは一部の者の強欲と無責任
の結果だともいえる。そこで、私は何かを変える
ワンステップになればと願って、本稿を書いた。
しかし実際には、とちぎ消費者ネットワークの
活発な活動と卒業論文に与える理論構成とが十分
な相関関係を有しているとは自信をもって言うこ
とは出来ない。しかし、学生たち自身は、このよ
うな試みは何らかの成果をもたらすものであると
の確信を持ったと思う。もちろん、私やネットワー
クの協働者たちもそうである。
“三人よれば文殊の智慧”
When wise citizens, students and politicians 
confer, the (Manjusri’s) wisdom emerges. 
「はじめに」で述べたように、本稿は学外のグ
ループの活動内容が、 人の学生の論文作成にど
こまで関わってきたかという問題を提起する意味
があった。本稿はこれまでの活動経過等について、
資料の整理を中心に記述した。次回には、消費者
問題の諸課題に対する分析および論考を行う予定
である。
おわりに、私はとちぎ消費者ネットワークの皆
様、学生の皆様、そして市長の皆様に厚く御礼申
し上げます。とりわけ市長インタビューの集合写
真は、本稿には勿体ないほどの豪華版であるが掲
載に当たって快く応じていただいたことに深く感
謝申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（注 ）
ネットワーク＆ブックレット委員会の活動年表
①　200 年度
・0年 月 日　第回準備会
・0年 8月 日　準備会学習会
・0年 9月 日　第回ネットワーク発足
・0年0月 日　第回幹事会
・0年月 8日　第2回ネットワーク全体会
・0年2月日　第2回幹事会
・0年 月2日　シンポジウム（第１回）
・0年 2月2日　第回幹事会
・0年 月28日　第回ネットワーク全体会
②　200 年度
・0年 月2日　第回幹事会
・0年 月0日　第回ネットワーク全体会
・0年 8月 日　第2回幹事会
・0年 9月2日　第2回ネットワーク全体会
・0年月日　第回幹事会
・0年2月 日　第回ネットワーク全体会
・0年 月0日　第回幹事会
・0年 月 日　シンポジウム（第2回）
・0年 月2日　第回ネットワーク全体会
③　200 年度
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・0年 月2日　第回ネットワーク全体会
・0年 月日　第2回ネットワーク全体会
・0年 9月日　第回ネットワーク全体会
・0年月日　第回ネットワーク全体会
・0年 月日　第回ネットワーク全体会
・0年 月日　消費者被害アンケート調査
・0年 月日　記者会見（県庁記者クラブ）
・0年 月9日　シンポジウム（第回）
④　200 年度
・0年 月 日　第回ネットワーク全体会
・0年 月2日　第2回ネットワーク全体会
・0年 9月8日　第回ネットワーク全体会
・0年 9月8日　ブックレット作成の進め方検討
・0年0月 日　第回ブックレット委員会
・0年0月2日　第2回ブックレット委員会
・0年月29日　第回ネットワーク全体会
・0年2月日　第回ブックレット委員会
・08年 月日　第回ブックレット委員会
・08年 月日　シンポジウム（第回）
・08年 2月22日　第回ブックレット委員会
・08年 月日　第回ブックレット委員会
・08年 月28日　第回ネットワーク全体会
⑤　2008 年度
・08年 月 日　第回ブックレット委員会
・08年 月2日　第8回ブックレット委員会
・08年 月2日　第9回ブックレット委員会
・08年 月 日　第回ネットワーク全体会
・08年 月20日　第0回ブックレット委員会
・08年 月2日　第回ブックレット委員会
・08年 8月 日　第2回ネットワーク全体会
・08年 8月2日　第2回ブックレット委員会
・08年 9月29日　第回ブックレット委員会
・08年0月日　第回ネットワーク全体会
　　　　　　　　新消費者庁について学習会
・08年0月日　第回ブックレット委員会
・08年月2日　第回ブックレット委員会
・08年2月日　第回ネットワーク全体会
・08年2月2日　第回ブックレット委員会
・09年 月日　第回幹事会（臨時）
・09年 月日　年生人が卒論提出
・09年 月29日　シンポジウム（第回）
・09年 2月2日　第2回幹事会
・09年 月2日　第回ネットワーク全体会
⑥　2009 年度
・09年 月2日　第回幹事会
・09年 月0日　第回ネットワーク全体会
・09年 月2日　第2回幹事会
（注 2）
200 年  月  日付・下野新聞「相談件数 2倍に急増」
（注 ）
200 年  月 0 日付・下野新聞「昨年度の相談件数
　過去最高」「出前講座など啓発に力」
200 年度の県消費生活センターに寄せられた相談
件数は前年度をさらに上回り、,2 件に上り、記
録を更新した。だます手口も巧妙化し、架空請求・
不当請求が 9, 件で全体の 2％に達している。
県や市の消費生活センターは、ホームヘルパーや
在宅介護事務所など高齢者を支援する人を対象にし
て、高齢者が賢い消費者となり被害を未然に防ぐた
めの出前講座を開設し、深刻化する恒例消費者の被
害に歯止めをかける活動をしている。例えば、足利
市消費生活センターは、200 年度に 2 回の高齢者
対象講座を開催し、栃木市も  回の出前講座を開い
た。寸劇や落語 ･ 講談を活用した啓発活動も行われ
ている。
（注 ）
200 年 8 月 2 日付・下野新聞「悪徳商法に注意寸
劇で呼び掛け」
（注 ）
200 年  月 2 日付・朝日新聞「昨年の刑法犯罪過
去最悪」
興味深いのは、栃木県 2 市の消費者センターに寄
せられた相談件数（200 年度 22,8 件）の順位と住
民000人当たりの犯罪発生件数（200年度0,9件）
の市町村別順位の相関関係である。すなわち、相談
件数の多い宇都宮市・足利市・小山市は犯罪件数も
多い。反対に、相談件数の少ない日光市・矢板市・
大田原市は犯罪件数も少ない。
（注 ）
１）第１回シンポジウム
ⅰ．日時：200 年  月 2 日 :0 ‐ :00
ⅱ．会場：とちぎボランティアNPOセンター
ⅲ．テーマ：消費者生活上の課題を考えます
ⅳ．パネラー
・山口益弘（弁護士）
・山田英郎（日本消費者協会参与）
・竹内明子（栃木県生協連会長）
ⅴ．コーディネーター
・杉原弘修（宇都宮大学教授）
ⅵ．参加者数：2 名
ⅶ．概要：（省略）
２）第 2回シンポジウム 
ⅰ．日時：200 年  月  日 :0 ‐ :0
ⅱ．会場：宇都宮大学多目的ホール
ⅲ．テーマ：知ろう話そう消費者被害ってなあに！
ⅳ．基調講演：私たちのまわりの消費者被害
・夷石多賀子
（日本消費者協会・消費者相談室室長）
ⅴ．ワークショップ（分散会）
・杉原弘修（宇都宮大学教授）
ⅵ．参加者数：およそ  名
ⅶ．概要：（注 9参照）
３）第３回シンポジウム
ⅰ．日時：200 年  月 9 日 0:00 ‐ :00
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ⅱ．会場：宇都宮大学多目的ホール
ⅲ．全体テーマ：ストップ ･ザ・消費者被害
　　サブテーマ：広がる消費者被害、それを食い止
めるには
ⅳ．基調報告
・報告 ：消費者被害アンケートの結果から
葛谷理子
（NPOとちぎ消費生活サポートネット理事長）
・報告 2：広がる消費者被害を食い止めるには
杉原弘修（宇都宮大学教授）
・報告 ：消費者被害と労働組合
高際澄雄（宇都宮大学教授）
ⅴ．グループでの意見交換（分散会）
ⅵ．全体会：グループ報告と意見交換
ⅵ．参加者数：0 名
ⅶ．概要：（省略）
４）第４回シンポジウム
ⅰ．日時：2008 年  月  日 0:00 ‐ :00
ⅱ．会場：宇都宮大学多目的ホール
ⅲ．基調講演：クレジットと悪徳商法
・池本誠司（弁護士）
ⅳ．パネルディスカッション
・報告 ：気をつけよう消費者トラブル
・白出　愛（宇都宮大学国際学部  年）
・報告 2：クレジット使用実態に関するアンケ トー
・仲根ゆかり（とちぎコープ理事）
・パネリスト：池本誠司（弁護士）
・コーディネーター：杉原弘修（宇都宮大学教授）
ⅴ．参加者数：0 名
ⅵ．概要：（省略）
５）第 5回シンポジウム
ⅰ．日時：2009 年  月 29 日 0:0 ‐ 2:0
ⅱ．会場：宇都宮大学多目的ホール
ⅲ．全体テーマ：新消費者庁設置法案と私たちの消
費生活 
ⅳ．基調講演：「消費者庁設置関連  法案と私たちの
暮らし」
・杉原弘修（宇都宮大学国際学部教授）
ⅴ．特別報告：「県と県内自治体市長への消費者行政
についてのインタビュー報告」
・野寺綾子／松田絢子（国際学部  年杉原ゼミ）
ⅵ．助言者：
・杉原弘修（コーディネーター）
・山田英郎（日本消費者協会・参与）
・葛谷理子（NPO とちぎ消費生活サポートネッ
ト・理事長）
ⅵ．参加者数：およそ 0 名
ⅶ．概要：（省略）
（注 ）
１）学習会
ⅰ．日時：200 年  月  日 :0 ‐ :00
ⅱ．会場：栃木県司法書士会館
ⅲ．テーマ：消費者団体訴訟制度と消費者団体の活
動
ⅳ．講師：磯辺浩一（特定非営利活動法人・消費者
機構日本　理事・事務局長）
ⅴ．参加者数：9 名
２）学習会
ⅰ．日時：2008 年 0 月  日 :0 ‐ :00
ⅱ．会場：とちぎ男女共同参画センター
ⅲ．テーマ：消費者庁設置関連  法案
ⅳ．講師：皆川武士（内閣官房消費者行政一元化準
備室・参事官補佐）
ⅴ．参加者数：0 名
ⅵ．概要：（省略）
３）全国消費者大会（第 47 回）
ⅰ．日時：2008 年  月  日 0:0 ‐ :0
ⅱ．会場：国立オリンピック記念センター
ⅲ．主催：全国消費者大会実行委員会
ⅳ．大会テーマ：今こそ変えよう！消費者主役の社
会へ
ⅴ．分科会発表：「大学生による栃木県の市長インタ
ビューの取り組み」
・尤迪（ユウディ）
（宇都宮大学大学院修士 年・杉原ゼミ）
ⅵ．参加者数：0 名
ⅶ．概要：（省略）
（注 8）
・2008 年 0 月 22 日付・下野新聞「消費者庁・県内
で学習会」（写真）
（注 9）
2008 年  月 2 日付・読売新聞「消費者問題で卒論
　市長らにも取材」
（注 0）
調　査
ⅰ．アンケート実施期間：200 年 2 月～ 200 年  月
ⅱ．調査目的：消費者トラブルに対する啓発と被害
防止に向けた発信を目的として行われたこの調
査は、当初の回収目標 00 を大きく上回った。
ⅲ．集計結果：
・大学生 8 人
・専門相談員等   人
・とちぎコープ生協（職員） ,0 人
・とちぎよつ葉生協（組合員）  人
・中央労働金庫栃木県本部 9 人
・栃木県司法書士会  人
・NPOとちぎ消費生活サポートネット
（集計／ 月 9 日）
 ,82 人
　         合計 ,228 人
ⅲ．概要：（省略）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【資料編】
【資料１】
2009 年  月 29 日　「とちぎ県内自治体首長への
消費者問題インタビュー報告」
＜質問項目と回答＞
Ⅰ　質問項目
問１．市長さんは、最近の消費者被害や相談事例
を見て、どのような感想をお持ちですか？
問 2．今日の消費者行政における問題、課題は何
だとお考えですか？
問 ．消費者被害に関して、本市が現在行ってい
9“地産地消の憲法学”模索（その三）
る対策のうち、「最重要課題」は何ですか？
問 ．本市独自の、あるいは他市のモデルとなる
ような対策はありますか。あれば、それはど
んな対策ですか。
問 ．他市（自治体）と連携して行っている対策
はありますか。あれば、それによってどのよ
うな効果が上がっていますか。
問 ．消費者被害に対する対策として、本市が民
間の消費者団体や NPO 団体と連携している
ケースはありますか？
問 ．消費者被害に対する対策として、本市が企
業に働きかけたり、あるいは、連携・協働し
て行っている対策はありますか？
問 8．本市には消費者関係の条例（例：消費者基
本条例）がありますか？ないとすれば今後制
定の予定はありますか？
問 9．消費者問題の解決にとってどんな対策が有
効だと思われますか？
問 0．市長さんから、消費者（市民）に対して
注意したいことやお願いしたいこと（例：消
費者としての心得）はありますか？
問 ．市長さんから、人生の先輩消費者として、
高校生・大学生・若者に、特に注文したいこ
とはありますか？
広瀬市長さんと、もしお会いすることができれ
ば、私たちは以上  項目について質問をしたい
と考えています。お会いできることを期待し、ま
た、大変楽しみにしています。どうぞよろしくお
願い申し上げます。ご返事は、 月中旬ころまで
に下記の連絡先にお願い申し上げます。平成 20
年  月 2 日
Ⅱ　回答（まとめ）
私たち杉原研究室では、卒業論文のテーマとし
て消費者問題を取り上げています。そこで、栃木
県の消費者問題の現状と、各市が取り組んでいる
消費者問題対策について、内容、問題・課題、市
の方針を調査するという目的で、栃木県内の市
 市中、 市の市役所を訪問し、 市に文書で
回答していただき、市長さんに消費者問題に関す
るインタビューを行いました。また、栃木県県民
生活部くらし安全安心課課長補佐の金田尊男さん
に大学にお越し頂き、同じくインタビューを行い
ました。
インタビューは市長さんと私たち杉原研究室の
 名との対談形式で、必要に応じて市の消費者問
題担当職員の方に回答して頂きました。時間は 
時間～ 2時間で、事前に送付した調査目的の訪問
依頼状と  項目の質問内容を載せた書類に基づ
き、その質問項目に従って進行するという形で行
いました。その後フリートーク形式で追加質問や
市長さんのお話を伺いました。
回答の詳細については、手元の資料をご覧くだ
さい。では、各質問の市長さんの回答について報
告したいと思います。
まず、質問１、市長さんは最近の消費者被害や
相談事例を見て、どのような感想をお持ちです
か？について、市長さんの回答では、全体的に、
食品問題、振り込め詐欺、架空請求についての言
及がみられました。消費者問題対策を行っていま
すが、そうした消費者側の知識を上回る手口・方
法が次々と現れ、騙される人は後を絶たず、消費
者問題が複雑・巧妙化していることを危惧する意
見が多くありました。
また、被害に遭う原因として、規制緩和や企業
側のコンプライアンス・モラル低下の問題といっ
た社会背景があるという考えもありました。そう
した社会背景から消費者問題を捉えた意見と、消
費者問題に対する消費者側の自己防衛力不足や消
費者間の人間関係の希薄化といった消費者側の問
題を捉えた考えがあり、消費者問題を総括的にみ
て取り組む意識が伺えました。
次の質問に移ります。こんにちの消費者行政に
おける問題、課題は何だとお考えですか？という
質問について、現在の地方消費者行政において問
題・課題として捉えられているのが、主に、情報
格差、相談窓口の整備、消費者教育の 点でした。
これらの問題は相互作用があり、同時に展開して
いく必要があると思われます。どうしても消費者
は企業や事業者側よりも情報が少ない上に、提示
された情報のみで判断しなければなりません。そ
れが不正表示や食品偽装、製品関係の消費者問題
につながっていると考えられます。情報格差を是
正し、正しい情報をより早く地域住民に発信する
ことが課題となっています。しかし、いくら正確
な情報を発信しても、消費者側が受け止めないこ
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とには意味がありません。一方通行では情報発信
による消費者問題予防としては効果がなく、情報
格差の是正と共に消費者の意識向上が必要と考え
られます。そのために、消費者意識を高めるため
の消費者教育が必要となり、課題の一つとして挙
がっているといえます。そして消費者意識の向上
は、被害者の救済において非常に重要である、被
害の早期発見につながる可能性を高めることにも
なります。消費者教育の効果として、被害に遭っ
た、または遭う可能性があるという消費者の被害
に対する意識の高まりから、相談窓口への相談者
が増加することが考えられ、それに対処できるよ
うな相談窓口の整備も必要となります。また、相
談窓口の整備が問題となっているのは、多重債務
問題のような解決に時間を要する事案の相談が増
えていることも影響しています。是正された情報
を発信し、いかに啓発活動を通してその消費者意
識を高めるか、被害に遭った消費者に対していか
に早急な対応が取れるかが地方消費者行政の課題
であると考えられています。
次の質問に移ります。質問 消費者被害に関し
て本市が現在行っている対策のうち、「最重要課
題」は何ですか？について、質問 2とも内容は重
複しますが、市長さんの回答には、未然防止を目
的とした消費者教育・啓発、迅速な措置がとれる
ような相談体制・窓口の整備、そして多重債務問
題が取り組むべき最重要課題としてあげられてい
ました。被害後の救済も重要ですが、被害に遭う
前に防止することが消費者問題への一番の対策と
なり、そのためには消費者教育は必要不可欠の取
り組みです。多重債務問題は県でも深刻な問題と
して重視されており対策が強化されています。多
重債務問題は解決が難しく、債務処理からアフ
ターケアまで、複雑で時間がかかる問題です。常
に進行し複雑化する消費者問題に対応するための
早急な窓口整備が求められます。
次に移ります。質問 、本市独自の、あるいは
他市のモデルとなるような対策はありますか？あ
れば、それはどんな対策ですか？ということにつ
いて、独自の対策は無いという回答もありました
が、相談体制に関して他市のモデルとなるような
対策として、宇都宮市の土・日・祝日の相談受付、
日光市の月曜日を休みとする土・日・祝日相談受
付体制が挙げられました。平日のみの相談受付で
は、社会人にとっては不便な部分があり、被害の
発覚や救済処置が遅れる可能性があり、休日・祝
日の相談受付は消費者目線に立った対策であり、
実用的であるといえます。しかし、市の相談件数
の状態や相談員が一人で対応しているという市も
ある現状をみても、全ての消費生活センターでと
れる体制とはいえません。
また県の政策のパートナーシップ事業を始めと
する啓発活動として、消費者に出向いてもらう形
式の講座ではなく、老人会などの集まりに出向き
講座を行うという意識の低い消費者も対象とした
出前講座が盛んに行われています。対象人数は数
人から数十人と限られますが、有効な消費者教育
であるといえ、市独自の対策とはいえませんが、
注目すべき対策であると考えられます。
次に移ります。質問 、他市や他の自治体と連
携して行っている対策はありますか。あれば、そ
れによってどのような効果があがっていますか。
について、各市とも近接市町間、県消費生活セン
ターとの情報交換を行っているということでし
た。足利市のように、群馬県に近いという地理的
な面から群馬県の市と情報交換を行っているケー
スもありました。自分の市で発覚した消費者問題
の事例をいち早く報告することで、未然防止の注
意を促し、同様の被害発生を防止する目的と、自
分の市で相談しにくいと考えている消費者が他市
へ相談する、もしくは他市から相談にくるという
例も見受けられ、そういった相談者を把握する目
的での情報交換となっているようです。しかし、
鹿沼市、日光市、那須塩原市のように特別連携を
とっていないと回答する市もありました。消費者
問題を引き起こす事業者は一か所に留まっている
わけではなく、規制が強化されたとなれば規制の
弱いところへ移動するものなので、そうした事業
者の摘発や消費者問題の傾向を把握することで講
じるべき対策を立てるためにも情報交換は欠かせ
ません。近隣の市町村間だけでなく、栃木県全体
での情報交換がさらに消費者問題対策を推進して
いくために必要であると思います。
次の質問です。質問 、消費者被害に対する対
策として、本市が民間の消費者団体や NPO 団体
と連携しているケースはありますか？について、
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矢板市ではほとんど連携をとっていないというこ
とでしたが、ほとんどの市が自分の市で活動して
いる消費者団体と市の消費生活センターとで連携
をとっていました。消費者団体にも、消費者問題
に関心があり、消費者教育・啓発活動を通して住
民と自らの消費者知識を向上したいとしボラン
ティアとして結成した団体と、地域における消費
者教育・啓発の中心となり本格的に活動できる消
費者として消費者リーダー養成講座の修了者で結
成された団体が存在します。それらの団体が出前
講座を行い、市では配布する資料の印刷などと
いった援助をすることで連携して啓発活動を進め
ているとのことでした。消費生活センターでも職
員による出前講座を行っていますが、人数の都合
などの問題で講義形式をとらざるを得ないという
市が多くみられました。消費者団体による講座は
主に高齢者向けのものが多く、寸劇や替え歌、紙
芝居を利用した分かりやすい内容となっており、
そのため、講座の大部分を民間消費者団体に委託
している市が多くありました。また、県消費生活
センターのように、土曜の相談を NPO 団体のメ
ンバーに協力してもらうという連携もあり、今
後 NPO 団体と連携をとった相談受付体制も考え
られます。NPO 団体は消費者が自ら構成してい
ることもあり、より消費者の目線に立った活動が
期待されます。最重要課題としても挙がっていた
消費者教育をより実用的に、効果的に行うため
NPO 団体との連携は今後も継続・強化していく
ことが望ましいと思われます。
次に移ります。質問 、消費者被害に対する対策
として、本市が企業に働きかけたり、あるいは連
携・協働して行っている対策はありますか？につ
いて、小山市のように企業への改善依頼といった
企業への働きかけの他には、市と企業間で消費者
問題に関して特別に連携して行っているという対
策はあまりみられませんでした。スーパー、警察、
金融機関、弁護士、司法書士などとの連携はあり、
注意を促す啓発の部分と、被害救済の斡旋の部分
で連携しています。市町村の役割は主に相談受け
付けや斡旋、消費者への啓発であるため、指導な
どを企業に対して行うことは少ないようです。県
の役割として行政指導や行政処分を行うととも
に、企業側でも、消費者の信用が経営に影響する
ことを受け、近年では消費者への対応窓口を整備
するところも出てきており、企業自身のコンプラ
イアンス強化や苦情処理体制の整備が進められて
いるという現状になります。
次の質問にうつります。質問 8、本市には消費者
関係の条例がありますか？ないとすれば、今後制
定の予定はありますか？について、インタビュー
した時点で条例を制定している市は、下野市、宇
都宮市、鹿沼市、足利市の 市のみとなっていま
す。県で消費生活条例が制定されており、県の条
例に従った消費者問題対策を行っている市が多い
ようです。条例を制定していない市では、今後相
談の傾向や被害の状況をみて、県の消費生活条例
ではカバー出来ない部分があると判断し必要だと
感じた場合、条例制定の検討をしていきたいと考
えている市長さんが多いようです。県のくらし安
全安心課の金田さんの話の中でもあったように、
いくら法が制定されていても、それをどう適用さ
せるかが重要であり、課題となります。設置が予
定されている消費者庁の法整備を基礎として、実
際の適用面から条例の制定は取り組んでいくべき
であると考えられます。
次に移ります。質問 9、消費者問題の解決にとっ
てどんな対策が有効だと思われますか？につい
て、主に、賢い消費者になるため消費者自身の意
識向上を目的とした消費者教育、地域のネット
ワークづくりとその強化が効果的な対策であると
いう考えが多かったです。質問 2、質問  と多少
重複部分がありますが、消費者問題解決には被
害後の救済だけでなく被害の未然防止が重要で
す。そのためにはやはり消費者教育が有効な対策
となります。また、インタビューの中で、人間関
係の希薄化が目立つとの考えが多く見受けられま
した。地域のネットワークづくりによる効果とし
て、被害の早期発見が挙げられます。今の日本社
会では一人暮らしの高齢者が増加しており、そう
した高齢者の被害発覚が遅れるという問題があり
ます。相談者が近くにいない高齢者は狙われやす
く、被害にあったことに気づかない高齢者もおり、
被害の発見が遅れることがあります。那須烏山市
のようにヘルパーによる被害発見の例もあり、把
握しきれない高齢者の被害を減少、早期発見する
ために、地域のネットワークづくりとその強化は
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高齢者が多い地方の消費者問題対策として実用的
であるといえます。その他、情報の是正や規制強
化が有効な対策として挙がっており、質問 2でも
挙げられた情報格差、相談窓口の整備、消費者教
育といった問題・課題への取り組みが効果的な対
策につながると思われます。
では次の質問に移ります。質問 0 市長さんから、
消費者に対して注意したいことやお願いしたいこ
とはありますか？と質問  市長さんから、人生
の先輩として、高校生・大学生・若者に、消費者
として特に注文したいことはありますか？という
質問の回答は重複する部分が多いので、まとめて
報告したいと思います。 
これまで述べてきたように、消費者問題対策はや
はり消費者自身の自己防衛力が重要となります。
現代社会では、消費者問題は常に進展し、複雑化、
巧妙化しており、どうしても行政の対策は後手に
回ってしまうのが現状です。消費者は対策を待ち
ただ受け手となるだけでなく、知識を身につけ自
らの被害防止にあたるという消費者側の取り組み
が消費者問題の解決に近づくといえます。市の消
費生活センターによる啓発活動は消費者の知識向
上の機会やきっかけを作る役目も果たしており、
自発的に被害に遭わないような知識や意識を得よ
うとすることが最終的に消費者の自立にもつなが
るのではないでしょうか。
消費者の自立には、消費生活に責任を持つことも
求められます。便利で効率的な社会への変容とと
もに、人間関係や現金に対する意識が低くなりつ
つあります。キャッシュレス化が進み、クレジッ
ト社会が広がりつつある中で、お金への価値観が
低下してきたといわれており、多重債務問題の深
刻化に伴って、クレジットの仕組みを理解し、お
金を消費しているという意識や支払義務があると
いう責任を持ってもらいたいという意見が目立ち
ました。また、身近な人間関係が希薄になりがち
な昨今では対面コミュニケーションの必要性が薄
れてきています。市町村単位のネットワークは行
政の目の届きにくい場所への注意喚起や状況把握
にも役立ち、消費者同士が目を配ることで被害の
未然防止や早期発見につながります。人間関係の
希薄化は地方も例外ではなく、近所での付き合い
方が難しくなっていることを考慮し、どうネット
ワークを構築していくかが課題ではないでしょう
か。
市長さんからの提言としてもあるように、人との
つながり、お金を大切にし、うまい話、儲け話に
安易に乗ったりせず、自分の判断・行動に責任を
持つべきとの考えが消費者や若者に向けられてい
ます。
事前に用意した質問項目についての報告は以上で
す。ここからは、その他の質問として伺った内容
について報告します。
まず、各市の被害の傾向について伺ったところ、
各市とも、相談件数は減少傾向にあるということ
でした。その要因は架空請求・不当請求の減少で、
平成  年度にピークとなり、以降減少したこと
が、全体の相談件数の減少につながっています。
しかし、全体の相談件数は減少しているものの、
若者と高齢者の相談は増加傾向で、若者は特にイ
ンターネットや携帯電話などの情報提供サービス
関連の相談が多く、若者から高齢者まで多重債務
問題の相談が多く寄せられ、ほとんどの市で相談
件数の多い内容として多重債務問題が挙げられて
います。多重債務問題は解決までに短くても半年
はかかる問題であり、こうした複雑な相談の増加
に伴い各消費生活センターでも多重債務者相談窓
口を設けています。解決斡旋から、多重債務者発
生の予防、ヤミ金業者撲滅のための取り締まりな
ど、多重債務問題に関わる対策を推進していくこ
とが県の多重債務者対策協議会の方針として謳わ
れており、この動きは消費者の被害傾向を捉えて
いるといえます。今後は方針に従った早急な取組
みが必要となってきます。
次に、相談員について質問したところ、多くの市
が、、 人体制でローテーションを組み、月曜
から金曜の相談受付、啓発活動、研修会参加を交
代で行っているようです。しかし、さくら市、矢
板市のように相談員が 人という市や、那須烏山
市の相談員が一人もおらず、市役所の職員が相談
にあたるという市もあります。相談員に関しては、
現在人員不足や待遇、給与面での問題を抱えてい
ます。市の規模や相談件数によって、少人数でも
運営はできるところもありますが、 人の場合、
相談受付業務に従事しなければならず、十分な啓
発活動や相談員の専門性向上のための研修会・勉
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強会の参加が難しいという問題があります。増員
したくても相談員の資格を持っている人が少なく
てできない一方、増員すると相談員の勤務日数が
減り、相談者が毎回同じ相談員に当たらず相談し
にくくなるため相談員の人数が多ければいいとい
うわけではないという指摘もありました。消費者
庁の設置により、相談員の待遇向上に向けた問題
改善の取り組みが望まれています。
消費者の相談を直接受ける存在として消費生活セ
ンターの持つ役割は大きく、消費者の意見が直接
反映される最も身近な場所が地方消費者行政であ
り、より強化された体制が求められます。今後複
雑化する消費者問題に対応するために消費者相談
の窓口整備は欠かせませんが、予算や相談員の雇
用状況により現実として難しい状態にあります。
推進のためには国と地方との問題の掛け合いが必
要であるといえるでしょう。
最後に、ご協力いただきました各市の市長さん並
びに関係者、関係団体の皆様にお礼申し上げます。
ありがとうございました。
以上で、市長インタビューについての報告を終わ
ります。ご静聴ありがとうございました。
【資料２】　市長インタビュー
１） 月2日0:00～2:00 下野市 広瀬寿雄 市長
２） 月2日:00～:00 栃木県 福田富一 知事
３） 月28日:00～:0 宇都宮 佐藤栄一 市長
４） 月29日0:00～:00 那須烏山 大谷範雄 市長
５） 月29日:00～:00 さくら市 秋元喜平 市長
６） 8月 日:0～:00 鹿沼市 佐藤　信 市長
７） 8月9日:00～2:00 矢板市 遠藤　忠 市長
８） 9月0日0:0～:0 栃木市 日向野義幸 市長
９）0月 8日:00～:00 足利市 吉谷宗夫 市長
0）0月 9日:00～:00 佐野市 岡部正英 市長
）0月日:0～:0 日光市 斎藤文夫 市長
2）0月2日:0～:0 那須塩原 栗川仁 市長
）文書による回答 小山市 大久保寿夫 市長　
下野市　広瀬寿雄　市長
那須烏山　大谷範雄　市長
鹿沼市　佐藤　信　市長
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矢板市　遠藤　忠　市長
栃木市　日向野義幸　市長
佐野市　岡部正英　市長
日光市　斎藤文夫　市長
那須塩原　栗川　仁　市長
お断りと御礼
小山市長、宇都宮市長ならびに栃木県知事につ
いては、残念ながら学生との集合写真を撮影する
機会を失ったため掲載できなかったことをお詫び
申し上げます。
また、写真は本稿受理の段階で市長職に就いて
いる方に限らせていただきました。
市長インタビューへのご協力にあらためて御礼
申し上げます。
平成 2 年  月１日
宇都宮大学国際学部　杉原　弘修
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A study on a constitutional-theory of
 “Chi-san, Chi-sho”. (3)
SUGIHARA Hironobu
Abstract
To many readers this paper may seem excessively erratic in places however; I believe it reaches a logical 
conclusion.  The title, “A study on a constitutional-theory of “Chi-san, Chi-sho” (part three), is a metaphor for the 
importance of local government and citizen involvement. Constitutional theory, based on local matters, should be 
developed by local citizens so it may be adapted, interpreted and applied by these same people. 
It is well understood that we are now in the midst of a kind of “crisis”. Our way of life has been threatened as 
a consequence of greed and irresponsibility on the part of some. In this paper I propose and encourage individuals 
from all walks of life to make sound moral choices and help prepare the nation for a new age.  I earnestly hope this 
paper becomes the first step towards this goal.
 Finally, I take great pleasure in thanking the “Group of the TOCHIGI-Consumers-Network” and five students 
of the Faculty of International Studies of Utsunomiya University, and the Mayors in Tochigi.
When wise citizens, students and politicians confer, (Manjusri’s) wisdom emerges.
（三人よれば文殊の智慧）
（2009 年  月  日受理）
